特定事業所集中減算に係るＱ＆Ａ　VOL.2（平成27年10月26日）

	正当な理由の範囲の運用について


問１　正当な理由の範囲の①について、居宅介護支援の通常の事業の実施地域に金沢市以外の市町が含まれる場合、当該地域内に所在する事業所を数えればよいか。

答１　その通り。通常の事業の実施地域内に所在する事業所数で判断する。

問２　通所リハビリテーション事業所に言語聴覚士が配置されている場合、理由書の該当欄に○を記入すれば、正当な理由として認められるか。また、この場合、当該事業所を利用するすべての利用者について正当な理由として認められるか。

答２　居宅サービス計画に、言語聴覚士による通所リハビリテーションが位置付けられた利用者については、サービス利用にかかる理由書に、言語聴覚士が配置された通所リハビリテーション事業所を利用していることと、複数の事業所を紹介したことを記載し、居宅サービス計画書とともに提出すること。なお、言語聴覚士が配置されていることをもって、当該事業所の利用者全員が正当な理由に該当するという趣旨ではなく、言語聴覚士によるリハビリテーションが必要と認められる利用者のみ正当な理由に該当するものである。

	届出書及び理由書の提出について


問３　通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に５事業所未満で、紹介率最高法人の占める割合が80%を超える場合は、特定事業所集中減算に関する届出書とサービス利用にかかる理由書の提出は必要か。

答３　特定事業所集中減算に関する届出書については、80%を超えた理由欄に正当な理由に該当する旨を記載して提出すること。この場合、サービス利用にかかる理由書は不要である。

問４　紹介率最高法人の占める割合が80%以下である場合で、正当な理由の範囲の⑤に該当する利用者がいる場合に、サービス利用にかかる理由書を提出する必要があるのか。

答４　紹介率最高法人の占める割合が80%以下である場合は、特定事業所集中減算に関する届出書を作成し事業所で５年間保存すること。当該届出書及びサービス利用にかかる理由書の提出は不要である。

問５　特定事業所集中減算に関する届出書に記載する居宅サービス計画件数は、金沢市の被保険者のみカウントするのか。

答５　保険者にかかわらず、居宅介護支援事業所が作成したすべての居宅サービス計画件数を記載すること。
